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1 Cognition: the mental action or process of acquireig knowledge through thought,























いを作るもの2」(Reger and Huff, 1993)という定義が知られている。
伝統的な戦略グループ概念は業界参入を論じる際に用いられることが多いが、企業









2 Strategic groups can be defined in a way that allows some strategically important











































































































































ループ構造によって企業の特徴づけをすることで認識が形成 される (Reger &
Huff ,1993)というわけである。
競争する組織や環境に対する企業の認識と、競争への対応をグループ概念で実証









































































































































































5 嶋口他 (2009, p.119)図表 2




















































第 2 章 先行研究と戦略グループ論をめぐる論点整理
1. はじめに


































12. 電話会社の代理戦争 IP 電話セット










































































は考えられない(Barney and Hoskisson, 1990、Barney, 2000)7とする研究者もおり、
戦略グループ論研究は未だ結論的な解明に至ってはいない(Leask, 2004)。また、「現













































































ある SBU(Strategic Business Unit)12における事業運営に関する基本的な考え方や、
9 Hunt, M. S.(1972) "Competition in the Major Home Appliance Industry 1960-1970,
Unpublished doctoral dissertation"については McGee, J., and H Thomas(1986)、
Barney,.and Hoskisson(1990)､Flesher.and Bensoussan(2003)も参照。




11 Barney(2002) Gaining and Sustaining Competitive Advantage (Pearson
International Education,(岡田正大訳 『企業戦略論』 ダイヤモンド社 , 2004 年 ) 第 1
章 1 項参照。
12 Ansoff, H. I.,(1965) Corporate Strategy, (広田寿亮訳『企業戦略論』産能大学出版































マンス(収益性 )に影響を与えると、いわば C-P-S とでも言うべき逆の順番性で物事を考
える。戦略策定のための新たな概念が S-C-P モデルとは別に希求されるのは戦略論者
にとっては自然な流れだと言えるだろう。Bain、Hunt、Porter など初期の戦略論の研













ある。1980 年代から 90 年代初期の研究は主に戦略グループとパフォーマンス(収益
性 )との関係の説明が中心的な関心事であった。
(1) 戦略グループは存在するか
Porter は著書 “Competitive Strategy: Techniques for Analyzing Industries”
(1980)の中で、戦略グループによる業界分析を記述しているが、ここでは戦略グループ















15 Hatten and Hatten (1987)、Howard and Venkatrman (1988)、Barney and Hoskisson,
(1990)、Barney(2002)など。































プ間の収益性の違いを認め(Cool and Scendel 1987, Voyer 1993)、ある研究では
グループ間の収益性の違いはない(Bogner 1991、Guedri 1998)と結論している。また、
業界構造 (戦略グループ)は企業のパフォーマンスに対して関係性があったとしても、あ




















































































次に、Mintzberg et al,(1998)や Fleisher & Bensoussan(2003)らに代表される
(1-表1) 日本の戦略グループ論
題名 著者 発行 分類 要旨・キーワード 掲載誌
「戦略グル-プと産業組織 (経済学のための経営学入門<特集
>)」
佐久間昭光 1981 客観・規範・静 理論レビューの一部として紹介 経済セミナ- (通号 317),p60～67
「戦後造船企業経営史-1-造船業の多角化戦略と戦略グル-
プの形成過程」
溝田誠吾 1989 客観・記述・静 日本の造船業には総合、重機、専業の3グループがある 専修大学社会科学研究所月報 (通号
316),p1～38
「戦略グル-プの変化についての実証研究」 尾上伊知郎 1990 客観・記述・動 戦略グループの安定性（戦略が変われば変化する）、日本の145社にアンケート。戦略因
子の変化（因子分析）
武蔵大学論集 37(2～5),p467～491
「損害保険産業の戦略グル-プ分析」 山田幸三 1992 客観・記述・静 日本の損保業界は総合型・中間型・特化志向型・中間型の4つに分けられる 損害保険研究 53(4),p49～75
戦略グループ論と組織エコロジー 村上伸一 1992 客観・規範・静 組織エコロジー（組織の構造概念）の有用性＞戦略グループ概念 米国のビール業界 北星学園大学経済学部北星論集 29,35-
67,19920300
「戦略グループの概念と認知的アプローチ」 山田幸三 1994 主観・規範・静 認知論の導入を提唱 岡山大学経済学会雑誌 25(4),281-
299,19940310 (橋本博之教授退官記念
号)
『イノベーションと市場構造』 佐久間昭光 1998 客観・記述・静 日本の半導体産業 ～82年は1グループだけ、80年代は3グループある -
「製品数と市場シェア--納豆産業における戦略グループ間の
競合分析」
田口光弘 2004 客観・記述・静 納豆業界16社を4つのクラスターに分けられる 日本農業経済学会論文集 2004年度,238
～243,2004




2005 客観・記述・静 日本の造船業を大手・中手に分けられる -
「インテグレーションをめぐる垂直的主体間関係と経営戦略
―鶏肉産業を中心として―」





























『経営情報学会誌』, vol18, No.2. pp113-
137.




・基本戦略グループかつ提携志向(高) グループに属する場合 (データ分析) が重視される.
・基本戦略グループかつ提携志向(低) グループに属する場合 (新規顧客の獲得) が
重視される.



















































































































本章では、まず視座 (客観・主観 )の異なる 2つの戦略グループ論を紐解く。続いて論





























































































提 示 に よ っ て 戦 略 グ ル ー プ の 存 在 を 説 明 し よ う と し た Tang and
Thomas(1992) や 、 経 済 学 の 理 論 を 持 ち 込 ん だ Kumar, et al., (1990) 、































































つの大きな転換である。研究の代表例としては、概念の提唱を行 う Porac and
Thomas(1990)、Reger and Huff(1993)、山田 (1994)、競争相手のベンチマークや
相互作用を通じて企業行動や製品・サービスが類似したものになっていく過程に焦点
をあてた Fiegenbaum & Thomas(1995)、当事者の認知を実際に調査した Porac,












24 Strategic groups can be defined in a way that allows some strategically important












































が Reger & Huff (1993)や Porac, Thomas and Baden-Fuller(1989)といった先行
研究で確認されている。その共通認識化を進める背後にある認知メカニズムについて、
Reger & Huff (1993)は業界内における情報流通が媒介になると示唆している。この
場合の情報の流通とは、同じ業界で働いている戦略担当者が同じ情報源や同じ雇用
プール、同じコンサルタントを何度も使うといったことを指しており、これらを通じて業界内






























「(認識の)程度の問題 (matter of degree)」であり、変化の途中のようなある種の状況
下では明確な境界によるグルーピングが必ずしも示せなかったり、企業の戦略的態度に
よっては外部から分析をしただけではどの戦略グループに属しているのかが明白でない






















史 的 に は ま ず 、
Hunt(1972)によ る戦 略
42






のように競争環境を単純化して見るかを論じた Porac and Thomas(1990)は「静的・規
範型」であると考えてよいだろう。
規 範 型 研 究 を受 けた記 述 的 な研 究 には、客 観 主 義 的 なものに Cool and
Schendel(1987) 、 Bogner (1991) 、 Cool and Dierickx(1993) 、 Carr (1993) 、
Guedri (1998)、Leask(2006)、Short et al.,(2007) などの実証研究がある。すなわ
ち、ある時点のある業界について戦略グループが存在することを示したり、企業の収益






Porac and Thomas(1987)や Porac, Thomas and Baden-Fuller(1989)、シカゴの





定する議論もあり、1 章で触れた Barney (2002)同様の批判を行うものには他にも、
Hatten and Hatten(1987)、Barney and Hoskisson(1990)等がある。
(1)-2. 静的な戦略グループ論の貢献性と課題
前章で述べた「現状分析偏重」「戦略形成の議論が手薄」(Mintzberg et al,1998、
Fleisher and Bensoussan, 2003 など)という批判は、主にここに分類される静的な戦
略グループ論に向けられていると考えられる。静的な戦略グループ論は戦略変数を固
26 例えば Porter にしても、業界における戦略グループの形成プロセスについて説明は試

























































「動的・規範型」(図 2 第四象限 )の研究例には、企業が戦略グループをなぜ移動し、
どこまで移動し続けるのかという問いに経済学の均衡理論の視点を持ち込んだ戦略フ
ロンティア(Kumar, et al., 1990)および、ゲーム理論を適用したベンチマーク理論によ




and Thomas(1992)も「動的・規範型」の例である。Tang and Thomas(1992)は、戦
略グループとは業界内に常在するものではなく、個々の企業が業界のプロダクトスペー
スの中で差別化の容易さや競争的位置づけの再配置コストをどう見積るかによって、存
在を変化させると考えるところに特徴がある。 Kumar, et al., (1990)は、企業は自社
とベンチマーク先にしたライバル企業が属する戦略グループが採用している戦略変数の





























ンバーシップの移動を論じたコグニティブ型の Fiegenbaum and Thomas(1995) 、客




















































































































スに焦 点 を移 した動 的 研 究 (Fiegenbaum, Thomas and Tang, 2001 、Hitt,






































































































































「限定合理性」や、March and Simon(1958)および Cyert and March(1963)30 らの
「探索 (search)」概念など、認知心理学的な要素をもつ組織認識論に理論的な根拠を
求めることができる。企業には、自社が市場の環境やその他の様々なプレーヤーから隔
30 March, J.G. and Simon, H.A. (1993) Organizations, 2nd Edition, Wiley-Blackwell,
（高橋伸夫訳『オーガニゼーションズ 第二版－現代組織論の原典』、ダイヤモンド社、
2014 年）、Cyert, R.M. and March, J.G.(1992) Behavioral Theory of the Firm, 2nd




































31 加護野 (1988) p.3


























33 加護野 (1988), p.237


































































グに関する捉え方を読み取ることができる。Porac et al., (1989) は、外部から見て同
じような製品を作っていても、当事者たちが強く競合し合っていると考えるか
ど う か に よ っ て 戦 略 グ ル ー プ と 呼 べ る か ど う か が 違 う と 考 え た 。 また
Fiegenbaum and Thomas (1995)は、「コグニティブな戦略グループは戦略行動に影




















ピングは収 益性 を直接説明するものではないとの考 えは、中心的 論者 である
Fiegenbaum and Thomas(1995) や Peteraf and Shanley (1997) 、
Panagiotou(2007)等に見られる37が、同時にそれに代わる説明対象があまり明確では
ないことが問題とされる。コグニティブな戦略グループ論が何を説明しようとしているのか
に迷 いがある こ とを象 徴 的 に示 すのが 、以 下 に述 べる Porac, Thomas and
Barden-Fuller の研究の軌跡である。












group as cognitive community と呼び、戦略グループ(Strategic Group)とは言葉
を使い分けている。当論文で戦略グループというときは、統計的な手法で分析的に抽出
された I.O（産業組織論）から派生してきた型の客観的なグルーピングのことを指す。こ






















































そのまま適用しようとするのは無理がある。その点 Hitt et al., (2008)は Chen(1996)
の敵対的競合関係のモデルに依拠し、競合企業の間に働く参照行動の作用性に注







































































































































































































































































































































































































































省の「平成 25 年通信利用動向調査」の結果によれば、2012 年（平成 24 年末）














(1) 国内の ISP 2 社への経営者インタビュー




ンターネット接続サービスが始まった 1995 年から 1996 年にかけて事業を開始
したいわば老舗であり、全国で数百万加入によるサービス規模を誇る大手であ
る。最も大きな違いは会社のバックグラウンドで、かたや大手電気メーカーを










続は、光ファイバー接続（FTTH）は NTT または KDDI グループの回線を利用
し、DSL の場合 NTT 東西あるいはホールセール型の DSL 回線事業者の設備に
よる。NTT 東西が ISP との契約を介してエンドユーザーに提供する回線は「地
域 IP 網」または「フレッツ網」とも呼ばれ、このようなアクセスライン事業












































































る各社の設備負担は重くなった。2004 年から 2007 年の 3 年間でトラヒック総





















「もし NTT 東西会社などのアクセスライン事業者やポータル事業者が、 ISP
が提供しているようなサービスや顧客フロントをやりたいと言って来たりする
と、 ISP は”上下挟み撃ち”にあってしまう。」（K 氏）と。以下に、両社の認
識する”上から”と”下から”の脅威を記述する。
(2)-3. 下からの脅威： IPv6




















こで ISP が対峙することになるのは”上”にいる Google や、接続事業者でな













































かったら間違っても 5 社 41で戦略提携なんてしないですよ。」
(3)-2. C 社の場合
「わが社のコンシューマー向け ISP 事業を見た場合、10 年前のライバルは、、、
N 社、B 社、S 社だったと思います。しかし、現在では競争の構図が変わって
きており、以前のように彼らとケンカしてれば済むかというとそれは違ってお
り、本当のライバルはポータル事業者だったりするという状況にあります。現



























ずれも 100 万加入を下らない。国内の ISP 数は約 9000 社とも言われているが 、

















社の K 氏は B 社の I 氏が何をどう答えたかを知らないにもかかわらず、K 氏は
「B 社も N 社も意外と答えはこうだと簡単に言いきれちゃうんですよ。しかし、
うちはそうはいかない。」 と言う。この時、B 社とは必ずしも現在の役員であ
る I 氏個人を指していない。また一方で、B 社の I 氏には「キャリア系の C 社
さんは（戦略的行動の選択や決定に）悩んでいるんじゃないでしょうか？」と
いう発言があり、互いに他社の状況をもほぼ正確に推察しながら業界を語る。




(4). 戦略の標榜 －「 ISP 単独ではもう稼げない」という観測のもとで－
(4)-1．B 社のケース






































































































(5)-1. B 社の場合 －戦略転換のバックグラウンドとしての親会社－


































「例えば K 社は 4 つのレイヤの事業の中の最強の 3 つをもっており、勝負を
かけていく時の体重のかけ方として、とにかくケータイとセットで入ったら安
いですよという売り方をしているんですよね。そのために、以前は連呼してい






































































・B 社による業界プレーヤーの図示は (4-図 1)のとおりである。
【C 社】
・ダイヤルアクセスという接続方法で顧客獲得競争をしていた 10 年前と今と




分けは、バックボーンを借りている ISP と貸しているキャリア系 ISP という分
89




































































































































































































































































































































各社の認知と戦略的行動についての記述である 42。2010 年 8 月から 2011 年 7
月にかけて、役員あるいは経営の意思決定に直接関与することが可能な立場で








































調査対象となった ISP は主には一般に大手と呼ばれる ISP で、日経 BP 社が
公式に契約者数の調査結果を発表した最後の年である 2006 年時点で契約者数






ISP に転職をしたり所属する ISP が吸収合併等で変わったりした人もいる。ま
た、1 社につき一人の人の個人的意見に偏らないよう、可能な場合は複数名に
対して同様のインタビューを行なった。このため、直接話を聞くことができた
ISP の数は 12 である。また、創成期から雑誌の刊行を通じて、業界に深い関
与を保ち続けてきた『インターネットマガジン』編集部（インプレス社）にも
合わせて聞き取りを行ない、 ISP の競争の推移について時系列の整合性のチェ
43 主として本章では ISP 経営に携わった当事者の主観の記述を行う。公開資料に基づく、























るとも言えるが、この呼称による ISP の分類は MECE ではない。例えば、富

































94 年には IIJ の他に、InfoWeb(後に@nifty に統合 )、ASAHI ネット、ベッコ
アメ、リムネットなどがサービスを開始している。翌 95 年には NEC mesh(後
の BIGLOBE)がサービスを開始し、96 年にかけてソニーコミュニケーション




ウインシステムは 1 カ月で終わったんですけれど、この 3 社でスタートしたと
いうのが正直な思い。 (R1)」というリムネット等、歴史的にはこれらを嚆矢に
ISP 間でのコンシューマー顧客の獲得をめぐる市場競争が始まったと言える。








「 IIJ とうち (AT&T WN)と DTI が突っ走っていた。一緒に最初のネットワーク
構築からやっていたベンチャー。 IIJ には技術的競争心はあったが、新しいも
のを作るのにワーキンググループがあった。それが 96 年ごろのこと (O1)」と
いうような、会社間の交流を示す話もある。
4. キャリア系 ISP 参入と最初の敗退者
NTT は 94 年 1 月に「マルチメディア基本構想」を発表し、同年 9 月にはマ
ルチメディア共同利用実験を開始することを通じて ISP 事業開始の準備を進め
ていた。構想の発表内容そのものはネットワークのデジタル化、アクセス網の




とであるが、それはほぼ ISP 業界内では NTT(99 年までは 1 社体制 )の OCN、
第二電電株式会社 (DDI; 2000 年から KDDI)の DION、日本テレコムの ODN








ないので不安になった (R1)」「96 年の頭ぐらいのところで OCN がこういうの (月











































の OCN が来るぞ、ヤバいと思った人はみんな転職した (R1・M1)」「エンジニ
アの転職というのは実は‘転職 ’ではなく業界内での ’転社 ’。思いがあるエンジ
ニアは有望な ISP に転社していった (M1)」。「ＮＴＴがメタルアクセスラインを















メーカー系と呼ばれる ISP の代表格は@nifty、BIGLOBE、So-net である。
@nifty は富士通、BIGLOBE は NEC、So-net はソニーを後ろ盾に、パソコン






























ネットだけやっていた連中の 2 系統があるが、ニフティ (当時 )や BIGLOBE が
ライバルだったイメージはない。パソコン通信から来て顧客をシフトしており、
新しく (顧客を )取りに来られたイメージがない (M1)」。「当時はサポート競争や
回線数やアクセスポイントの数が勝負。ニフティや BIGLOBE には先行してい
るぜ、と思っていた。あくまでもリムネットのライバルはベッコアメ、それか
ら遅れて出てきた DTI という独立系の人たち (R1)」。
一方で同じ「メーカー系」であっても、パソコン通信の顧客をベースに持た
































は、NTT がマルチメディアと盛んに言っていたから。当時 NEC の常務が「マ
ルチメディア＝コンテンツ・映像」ととらえていた (B1)」。




48 コンピュータ通信には通信機能を 7 つの階層構造に分けて考えるモデルがあり、これを
「OSI(Open Systems Interconnection)参照モデル」と呼ぶ。物理的な接続をつかさどる


















































これ以上お客をとってくるな、などと言う (N2)」。「僕が 98 年にニフティに行
ったとき、ニフティはフォーラムで大成功していた。あれは時間課金でお金を
稼げるので、その成功事例から抜け切れず、ずっとそれに縛られていた。しか







スに特化するとしていた So-net は、上記の 2 社に比べれば親会社の制約を受
けず、比較的闊達にビジネスを伸張させていった。「ソニーは全くネットワーク



















ウンドがあとの 2 社と比べたときに全然違うと思う (N2)」。「当時 So-net の吉
108
田社長は DeNA などへの出資 51も積極的にやるポリシーの人だった。親会社の
ソニーもイケイケだったから何も言わなかった。これのおかげで、連結で見た


















をずっとやっていた人で、たまたま DeNA と M352は当たっただけなんじゃな
いの？ (B1)」。
6. DTI のケース
NEC や富士通を親会社に持つ BIGLOBE や@nifty は、事業者の間では「メ






51 1999 年 10 月ソニーコミュニケーションネットワーク株式会社 (現ソネット株式会社 )は、


























ば、ピーク時 4 人に 1 ポートとかちゃんと明言しているんです。明言したとい
うのは偉いんです。おまえはそんなに投資できるのかと思った (R1)」。同じ「独
立系」と呼ばれ、ベンチャー起源の ISP の間でも明暗が分かれた。DTI の凋落
が始まるのはむしろ、立役者であった D1 氏が DTI を離れ、三菱電機による経
営色が強まった 2000 年以降のことである。「DTI は三菱のほうが強くなってき
て、D1 さんたちが抜けてしまって迷走した。並の ISP になってしまって、買














































前節で記述した DTI の、顧客満足度 No.1 を標榜する戦略に対して強く競争
意識を持っていたのは ASAHI ネットである。「当時、お客様 6 人に対して 1 回
線の電話を割り当てた。OCN はたぶん、その 3 倍か 4 倍ぐらいだった。うち































をやった。もちろん、メールはインターネット (PPP 接続 )でもいけるし、当時
のパソコン通信のプロトコルでもできるし、両方できる会社ではあったけど、
でも、サービスではない。いろんなサービスがない。例えば、ポータル的なサ
ービス。“チャンネルサイト”って言ったけど、1 年で 23 個か 24 個作った。ニ
フティ会員でなくても誰でも見に来られるものを作った (N1)」。「それとこの時






























NIFTY-Serve と富士通本体の ISP 事業部門であった、InfoWeb(会員数 54 万人 )
との事業統合でもあった。「ブランドの刷新というところではうまくやったと思
うのは、NIFTY-Serve と InfoWeb の統合。あれは大成功だったと思う。あれ
はもう@nifty ってのはみんなすごくいい、ネーミングもすばらしかったって言
ってもらえる。あの時は J 氏という社長が富士通にいて、富士通グループとし
て、 ”Everything on the Internet”というキーワードで、その中心に@nifty を
据えるんだっていうことを、うわぁーっと言った。それで、株価が一時 5000
円ぐらいまですごい勢いで上がった。それにうまいこと乗って@nifty というブ
ランドを立てて、めざせ 1000 万都市っていうことを言った。@nifty という 1000
万人がいる仮想の都市を作ろうじゃあねぇかって。けれども、その時は接続が


















@nifty がパソコン通信の呪縛から脱皮を図ろうとしていた頃、99 年 11 月に
NTT 東日本および西日本が IP 接続の試験サービスを開始する 53(フレッツ
ISDN)。足回り接続に ISDN を使って ISP へのダイヤルアクセスを可能にする
定額制の回線サービスである。これまではテレホーダイと呼ばれるサービス契
約による深夜の定額時間帯以外は ISP のアクセスポイントまでの通信料金は電
話と同じ時間従量制であった。NTT 東西自身は OCN のような ISP 事業をして
いないが 54、この IP 接続サービスは利用時間を気にしながらインターネットを
使わざるを得なかったユーザーの利用マインドに変化をもたらすことになった。

















53NTT 東日本と NTT 西日本による、ISDN を使った通信料定額のインターネット接続サー
ビスの仮称 (現フレッツ ISDN)。フレッツは地域 IP 網とも呼ばれ、ISP とは POI で相互接
続する。IP 接続サービスをダイヤルアクセスの足回りに使えば、ISP に接続する際の通信
料金が低額になるが、インターネットへの接続には ISP との接続契約が別に必要。 1999
年 11 月に新宿区、渋谷区、大田区、大阪市北区、中央区、吹田市で試験サービスが開始
された。 2000 年 5 月 11 日からは、市外局番 03 地域と大阪府下 33 誌に対象地域を拡大。
当初、通信料金は月額 8000 円であったが、対象地域の拡大に合わせて 4500 円への値下げ
が行われた。
54 99 年 7 月の NTT 再編により、OCN は長距離国際通信を担う NTT コミュニケーション
ズに承継された。





































うリテンション型の戦略を取っていた ASAHI ネットである。2000 年 1 月の時
点で、契約者数において ASAHI ネットは@nifty とは約 25 倍、BIGLOBE との












ったのがフレッツ・ ISDN。99 年 11 月に IP 接続サービスがスタートし半年間
試験サービス。最初は 8000 円の定額だった。それが 00 年 5 月に 4500 円に下
げて本格サービスになった。そのとき他社が ISP 側の料金を 1800 円ぐらいで
対応していたところを 450 円の、ダイヤルアクセスの中で一番安いメニューで
対応した。対応するなら、その値段で出さないとあまり面白くないなと思って。




れまで@nifty や BIGLOBE の価格追随者であったＡＳＡＨＩネットが、図らず
もプライスリーダになった。
「そのとき、ぷらら 57がやっと 800 円。OCN なんかもっと高いのに、グルー
プでもないうちが 450 円でいきなり出して、おかげでフレッツ ISDN が流行っ





56 基礎数値は日経 BP データボードによる
57 OCN と並ぶ、NTT グループの ISP。99 年の NTT 再編時には NTT 東日本帰属のグルー
プ会社とされ、後に 2006 年 8 月 NTT コミュニケーションへと帰属替えとなった。
117
思い切ったことをやるのであれば、常時接続は本来のインターネットの使い方
なので、大いに乗るべきだろうと思った (A1)」。A1 氏は続ける。「結果、1 年で

















































ビジネスの中核に置こうと。かといって NEC だの富士通だの NTT コムがやっ
ているような大規模ソリューションをやってもしょうがない。売上の 8 割方は
そういうインテグレーションビジネスになった (B1)」。特にコンシューマーとし




向け OCN という意味では IIJ は敵だけれど、コンシューマー向け OCN という

















た年でもある。同年 10 月にイー・アクセスが ADSL のホールセール事業を開


















NTT 東西が発表したフレッツ ADSL のサービス仕様は、下り 1.5Mbps 上り
512kbps で月額使用料金が 4800 円 (ISP 側の契約料金は含まず )であった。ユー
60 ISP や学術ネットワーク同士を接続する相互接続ポイントのこと
61 この会話では OCN がアッカ・ネットワークスのホールセールスで提供した ADSL サー
ビスのことを指している。アッカ ADSL とフレッツ ADSL のサービス開始に関する報道発




ザーにとっては、NTT 東西への回線使用料と ISP への支払い合計額がほぼ 6000
円となる。ダイヤルアクセスとの価格差を見れば NTT が何を公式に言わなく
とも、NTT は ISDN をはじめとする光ファイバーサービスの普及に固執してお
り、ADSL をやる気がないと思われても致し方ないところであった。「少なくと
も 00 年当時のフレッツ ADSL プラス ISP 料金は遥かに限界価格を超えていて、
普及するわけがないと思っていた (S1)」。
(3)ソフトバンクの ADSL 参入






哨戦を経て 2001 年 9 月、ソフトバンクグループであるヤフー株式会社が ADSL
事業「Yahoo! BB」を開始した。サービス仕様は下りは最大で 8Mbps、上り
900Kbps で月額 2280 円 62であった。「常時接続のブロードバンドをやる。スピ
ードネットの頃から常時接続ブロードバンドは 1980 円だと H 氏は言っていた。
値付けの参照相手は新聞・雑誌。新聞の半額。そこにお金を払っている感覚の
同じぐらいでないと、顧客はアドオンで払ってくれない。NTT はまだ ADSL
をやっていない頃、国内に参考はなく VDSL をやろうと韓国の DSL 事業を見
学に行ったりしていた (G1)」。
(4) Yahoo! BB に対する他社の当初の反応
























ら (S1)」。つまり、仮にソフトバンクがこのタイミングで 2280 円という価格を
出さなかったとしても、水面下では遠からず価格破壊がおこる、その動きは進
行していたということになる。「ソフトバンクのプレス発表がたぶん 6 月。そ




























ISP にとって、真の ADSL 競争の始まりは心理的には So-net のこの行動に
よるものであったと言える。ASAHI ネットの発言が当時の各社の心理的状況を





あった。しかし、Yahoo!BB を追い掛けるようなかたちで So-net が行くと、さ
すがに他の ISP も相手をせざるを得ない。もうそこは値下げで対抗。うちは、
イー・アクセスと組んで 100 円刻みで毎月、料金が変わっていたと思う。アッ
カはいろいろな ISP と組んでいた。それなのに、いきなり So-net でぼーんと
安いのを出してしまったものだから、ここは混乱した。あれは何なんだと。な
ぜあんな値段で出せるんだと。皆、アッカから仕入れていたから、おかしいじ
ゃないかと (A1)」。これに対する So-net 側の述懐がある。「 (モデムの無償ばら
まきをやった )ソフトバンクほどではなかったが、何を考えとんじゃと結構周り

















変わらない。ところが ADSL では、足回り部分は NTT の電話回線に任せてお
いて ISP 自身がアクセスポイントの設備投資をするというこれまでの形態とは









せるが、ADSL となると 5,000 人ではとてもじゃないけどペイしない。半年か
1 年か、もしかすると 1 年半ぐらい先のフォーキャストの値段を、ぐっと持っ
てきて出しているから、そこで各社とも疲弊したと思う。 ISP の淘汰がそこで





























「初めの 5 年はある程度設備拡大もしていったが、それから後の 15 年は料
金値下げにどう対応するかばかり。まともな戦略なんていうのはなかった (B1)」。




いうことはなかったものが、ADSL の場合は ADSL キャリア (ホールセラー )の
側がユーザーに先に選ばれてしまえば、ISP の選択肢はそれに紐づく形となる。
例えばソフトバンクが選ばれれば必然的に ISP は 1 社であり、仮にある ISP が
アッカとイー・アクセスのどちらか片方からしか仕入れていなければユーザー










64 ODN が 2002 年 7 月に提供開始したメールアプリケーション。 2007 年に提供終了。
125
12. 電話会社の代理戦争 IP 電話セット
ADSL を巡って ISP 各社が火花を激しく散らし始めた 2001 年、電話サービ
スを提供する通信キャリアにとっても、一般固定電話の世界に二つの大きな変
化と競争が起こった。優先接続サービス、通称「マイライン」における固定電

































市外局番 (0AB-J) の割り当てが認められているものと 050 の識別番号が与え
られているものとがある。通常、ADSL を用いる IP 電話は、従来の固定電話







れは攪乱要因となった。「 IP 電話は ISP としては振り回された感じ。散々苦労
してやっと体制ができてきたと思ったら「はい、ひかり電話 (NTT 東西が提供
する 0AB-J の IP 電話 )やります」と、本体 (NTT 東西 )が出てきた。当然もめた。
折角 050 でいろいろなプランで差別化を考え、一生懸命作ったら最後は本命が、
しかも 0AB-J で使える IP 電話が出てきた。それはもうがっかり。何だったの、















050 方式と 0AB-J 方式を挟み楽屋裏が混乱したことは、キャリア系 ISP にとっ
てもまた同様であった。ただ、以下のようなエピソードはキャリア系 ISP の
65 Least Cost Routing の略。電話のユーザーがダイヤルした電話番号に応じて、最も通話
料金の安い電話会社を選択するシステムおよび装置を指す











13. 資本政策と ISP 統合
インターネットビジネスの創成期、資本市場はそれほど柔軟なものではなか






る。2000 年以降は ADSL から光アクセスへの流れの中で、インターネット新
規顧客の獲得競争と並行して、各社の資本政策に様々な動きが現れ、新たな資
源獲得の模索と制約への反発、とどまることのない市場環境変化への適応が進













あった 67。プレスリリースは 2000 年 11 月 20 日、発行は商法改正に先立つ 2001




















発行したのが 2005 年。完全独立法人になれということ (S1)」。
(2) @nifty
@nifty が 99 年に日商岩井との合弁関係を解消して富士通の 100%子会社化し、




























2006 年 12 月、@nifty は新株発行により東証に上場する (IPO)。しかし、そ






















BIGLOBE は 2006 年 7 月に、分社型新設分割により NEC(日本電気株式会社 )
の BIGLOBE 事業部門が分離・独立し、NEC ビッグローブ株式会社となった。
So-net や@nifty とは異なり非公開会社である。出資比率は 78%が NEC である
ほか、住友商事 7%、大和証券グループ本社 5%、三井住友銀行 5%、電通 5%、

















Yahoo!BB が ADSL に参入した際に、低価格を謳うと同時に ADSL モデムを無
料で配ることによってコンシューマー顧客を掴んでいったことへの観察と発見
69 08 年 3 月には@nifty 株は IPO 後の高値から約 80％下落していた。J 富士通社長の後を
引き継いだ Z 新社長はニフティの売却先を探したが、結局@nifty 売却は実現せず、ISP 事
業以外の経営についても社内方針は反対派との間で安定しなかった。Z 体制は、やがて内
















ていていいことはない。BIGLOBE とだけ組んで BIGLOBE 特有スペックなん
て絶対作るわけがないし、こちら側も組む相手は NEC グループの中だけであ
る必要は全然ないんだよね (B1)」。





ップの Yahoo! Japan と我々との間には、少なくともシェアで 30 倍、利益では
100 倍の開きがあると言われている。これでは競争といったところで、まるで

















源。BIGLOBE としては NEC グループから本当は独立したいんだけど独立し
ない方がいいなあと思ってんの。 経営資源としていかに有効に使うかが今、一











下の 3 社、2007 年に Yahoo!BB を主業務とする BB テクノロジーと旧ソフトバ
ンク BB が合併してできたブロードバンドインフラ事業の「BB テクノロジー
(株 )」、2005 年に ODN と JENZ Spinnet(前身は AT&T ワールドネット )を保有
していた日本テレコムを買収し 2006 年に改称した、固定通信事業が主業務の
「ソフトバンクテレコム (株 )」、日本テレコム系の携帯電話事業 J-フォンとそれ






































識と変わりがない。「Yahoo! Japan は全く別。100 パーセント子会社でもない


























わゆる当時 ODN がコンペティターとして見ていた OCN、ぷらら、BIGLOBE、




























関しては OCN は特段のアドバンテージを得ることもなかった。むしろ OCN に
とっては、グループ企業経営の事業整理の観点から、2002 年に NTT PC コミ
ュニケーションズが運営する ISP 事業の InfoSphere からコンシューマー向け
の事業を譲り受けたこと、続く 2003 年には NTT データと NTT ドコモが保有
していたドリームネットを統合し、顧客ベースを拡大したことの方が大きい。
OCN は、NTT 東日本傘下の ISP であるぷららネットワークスとは最後まで市
場を争う間柄であったため 74、新規顧客の獲得チャネルとしては、大手家電量





DION は 97 年に DDI(第二電電 (株 ))によって開始された、いわゆる「キャリ
ア系」ISP である。2000 年に DDI を存続会社として、DDI、KDD(国際電信電
話 (株 ))および IDO(日本移動通信 (株 ))とが合併してできた、KDDI(株 )によって
運営されてきたが、2007 年にはサービス名称を「au one net」に変更し、携帯
電話事業との統合サービスとなった。
「DION, DION と言ったけれど、数的にはもう全く減少の一途。つまり DION
と言う名前を捨てて au one net になって、力の入れ加減が以前と全然違う。au
が中心になっていて、携帯とセットで入ったら安いですよという売り方をして
いる。だから DION がアドバンテージを持っているサービスは今はほとんど意
73 アッカ・ネットワークスは 2005 年に JASDAQ に上場もしたが、2008 年末に NTT コム
が筆頭株主の座をイー・アクセスに譲り、結局 2009 年 6 月にアッカ・ネットワークスは
イー・アクセスに吸収合併された。
74 2006 年 6 月にぷららネットワークスおよび、検索サービス goo を運営していた NTT レ


















ムは KDDI に合併され、東京電力の直営事業「TEPCO ひかり」も KDDI の「ひ
かり one」に統合された。さらに 2009 年 9 月には旧「TEPCO ひかり」サービ
スの提供は完全に終了し、現在は東日本地域における固定系光アクセスサービ
スは、ケーブルテレビによるインターネット接続を除けば、大きくは KDDI の




形となっている 75 76 。なお、この動きの陰で、かつて三菱電機系の ISP であ
った DTI が、2003 年 1 月にパワードコムに買収され、さらに 2007 年 9 月に
は東京電力の通信事業縮小に伴い、元の DTI 創業者である D1 氏率いるフリー
ビットに TOB により買い戻されるという動きがあったことを付言しておく。












「DION が単独の会社であれば、存在感を失った ISP として明らかに失敗。
ただ、KDDI 全体という風に考えると、もしかしたら成功なのかもしれない。
KDDI は au と通信回線事業と ISP 事業を持っている。彼らが持っていないの






ODN、DION の 3 つの ISP であるが、競争の軌跡は三者三様の結果となった。
14. 光アクセスの時代
(1) 基本的構造は ADSL と変わらない
インタビュー実施時点は、インターネットの接続方式は ADSL から光アクセ




















りにキャンペーンを仕掛ける。「光も 16 年度 (2004 年度 )の終わりごろで、確か
東の端子数で 89 万なので、3 年かかって 100 万契約も売れていない。最初、




B フレッツが始まって 2001 年の 12 月までは、ASAHI ネットは、もうオプシ
ョンは要りませんと。基本サービスで使っていれば光を無料で使っていいです
よということでやった。B フレッツの料金はお客さんが NTT に払うけれども、
ISP 部分の付加料金が全然要りませんということ。つまり、ADSL でいうと、




ISDN や ADSL におけるフレッツ回線の利用時と同様、光アクセスにおいて









「フレッツ光を始めるのに、ユーザーは一ヶ所で申し込めば NTT やら ISP
やらあっちこっちに言わなくていいというワンストップメニューは、“ワンスト
ップ with フレッツ”と呼ばれている。あれは最初に NTT 東と@nifty との間で





















ASAHI ネットの A1 氏は ASAHI ネットから 2005 年に一旦 NTT 東日本に離
れ、2008 年の 6 月に再び ASAHI ネットに戻るという経歴の持ち主である。








「当時東でいえば、相手は TEPCO だった。TEPCO ひかりがあって、NTT
には B フレッツというのがあった。B フレッツはやはり高くて確か当時 5600
円。そこに 1800 円ぐらいの ISP が乗っていた。例えば@nifty が 1800 円で、
5600 円だと合計で 7400 円。ASAHI ネットはもうちょっと安いんですけどね。
一方、TEPCO は 6600 円ぐらいだった。しかも、ISP と分かれていないで一体。
販売訴求上もフレッツは分かりにくいし、そもそも高いしと。それでお互いに








ツを卸に持っていかなければいけない。 ISP はそうしてくれ、TEPCO と同じ
ことをやってくれ、あるいはイー・アクセスと同じことをやってくれと言って
いたんですけども、それは NTT としては譲れない、卸は駄目だと。あくまで





いと。 ISP は ISP、フレッツはフレッツなんだけど、もう一緒に売ればいいじ
ゃないかと。値段も、足した値段を訴求して、だから、フレッツは幾らですか






い宛て変更で ISP の方に行く。ユーザーへの請求は ISP から行くという形にな
ったので、お客さまからすると、TEPCO ひかりと同じように、B フレッツく
ださいと言えば、 ISP も含めて買えるという状態が作れたのが、with フレッ
ツ。そのタイミングでフレッツも下げて、 ISP も結構値段を下げたので、当時
6400 円ぐらいで、ちょっと TEPCO をくぐって安くなった。あの頃、ソフトバ
ンクに光アクセスはない。ソフトバンクは、次はモバイルかなとか、光かなと












@nifty→BIGLOBE→So-net→ぷらら→OCN の順で、最大手の中では OCN は
最後である。「NTT 東西が、自分たちの ISP 契約を売ってくれると思った人た
















ている。それはもう、ものすごい金額 (G1)」。「自前の Yahoo!BB 光サービスと
いうのを立ち上げてやったけれど、採算が合わない。我々の事業としては成り
立たないねっていうので、2008 年か 2009 年で撤退していって、もうほぼゼロ
に近づいている。今はそういう方たちに、BB ISP と我々は言っているけれど、
フレッツのインフラでいいです、Web と ISP サービスだけ使ってくださいと言
ってどんどんバイブレーションをかけている。フレッツを使ってもいいけど、

















からはじき出した格好となった。「ODN にとっては with フレッツができず、
with フレッツとしての価格競争ができなかったということが痛かった。今は取
次ぎだけはできるようになったけれども、当初、NTT 側がキャリアとは駄目だ
と言っていた。だから、KDDI も with フレッツをやっていない。何度も交渉に
行ったけれども、KDDI とうちは絶対に駄目。「キャリアだから」と言われた。
もう何回も通って、いま取次ぎだけ東西両方ともやっているけれども、with で
はない。Yahoo!BB は with をやっと今年 (2010 年 )からやり始めたけれども、で




















with フレッツは、それまで顧客獲得を巡って正面から競っていた ISP の間












NTT 対 A 社 B 社 C 社 D 社って一社ずつ話をして整合性をとったり、改善点が
どうのこうのって要求したりするのはおかしいから、ひとつの会議体を作ろう










長老扱い (OSM の幹事役のこと )されている (N2)」。
どこまでを「競争はしつつも仲間」と認識するかは、各社によって多少のず







って過言ではない。ところが 2007 年 5 月に@nifty が光フレッツのうち、マン
ションなどの集合住宅用の接続サービス「光フレッツマンションタイプ」につ
いて異例の値上げを行った。これに So-net と OCN、少し間をおいて BIGLOBE
が追随をする。「最初は NTT からの光回線 100 メガを一棟に入れて、それを何
件かでシェアしていたのが、G-PON 方式 77になってギガで入るようになった。
同じ料金で G-PON になるとその分全部バックボーンを背負う格好になり、ISP













































































なった。自分たちが顧客から頂いている値段の 8 割とか 7 割、 ISP と足して出





ころがこれが ADSL になってから半減。定額で 1500 円ぐらいになった。光に
なってからは我々が NTT 東西の代理店もやって、売りまくっている。だけど、





































が@nifty に付いてこれるか、付いてこれないか。でも BIGLOBE はあ
まり敵じゃなかった。すぐうちと同じことをする。So-net にはモモち
ゃんがいて人気があったけれども、So-net がどうするかというのは、
僕はあんまり気にしないでやっていた。しかし、So-net の社長 (当時 )
は「ニフティ追撃」ということだった。僕が来なければニフティを抜
けた、と。「N1 さんが来たおかげで、抜けなかった」と言われた。(N1)
■ BIGLOBE は@nifty をむちゃくちゃ意識しているから@nifty の後なら
何でもやる。So-net は別の戦略へ転換 (DeNA など他事業への出資 )して
いったので特殊。なんでも自分の思う通りにコントロールしようとす


































■ ぷららとフリービット (DTI)は、うち (ASAHI ネット )をだいぶ研究をし
ていると思う。フリービットの D1 さんとは、もともと仲良しだが、彼
らは規模も大体 40 万ぐらいで同じだから、すごくうちをベンチマーク
しているみたい。ぷららは、今は NTT コムの子会社になり、 ISP とい
うよりはテレビ会社みたいになってしまったけれど、うちを随分、目
149

















■ OCN から見た場合に、10 年前の敵は@nifty 、BLGLOBE、So-net。
本当は地域プロバイダって言いたいけど、プロバイダ’s プロバイダと
いう側面もあったので OCN としてはやっぱり大手が敵。現在は@nifty 、
BLGLOBE は局地戦では戦っているけれども、そこは本来の意味での
敵ではなくて、以前のように@nifty と BIGLOBE とケンカしてれば済
むかというとそれは違う。本当の敵は Google だったり Yahoo だったり
という状況にある。プロバイダには上からと下から、2 つの危機が迫っ
ている (C1)
■ H さんのところはライバル。何か距離感が違う。いったん JAIPA78を
やめたりまた入ってきたり。入ってきたということは仲間になろうと




















だが、でも SB は好きじゃない (C1)
■ 販売サイドは戦っていても、しかし結局みんなつながっていて、ソフ



































3. 所属 (仲間 )：業界の中にあって、顧客獲得競争はしながらも、一方
では協調的行動をとることもあり、交流もある
4. 観察 (ベンチマーク )：業界の中にあって、相手の行動を意識的に観
察してはいるが、積極的には模倣や追随はしない














































79 IPv6(Internet Protocol Version 6)。現在主流のプロトコルは IPv4 で、アドレス資源を
32 ビットで管理しているため、最大数は 2 の 32 乗=42 億 9496 万 7296。この資源はほぼ
枯渇したと言われている。 IPv6 は 128 ビットでアドレスを管理する次世代のプロトコル




























































































































































BIGLOBE や So-net はそういうことに応えているということ (P1)
■ ISP の存在価値はきっとある。全国型とローカル型は役割分担というか、
インターネットにつなぐという仕事の中で業務というか、マーケットの中でも
う既に棲み分けている。ローカル型はかなり SI に近い。同じ ISP という看板
でも業態が違うという感じ。全国型 ISP とキャリアの ISP はどうだと言われた






がある。実はキャリアは ISP じゃない。例えば OCN の人といろいろ JAIPA で
一緒に仕事をするけれど、最後になったときに持株が決めることになったら、
「我々 (OCN)はもう出る幕はない」みたいなところがある。だから OCN の人
は、なるべく物事が上に上がらないようになんて (笑 )。同じ ISP という看板で
も、キャリアの ISP は最後は、土管業の看板くらいという感じになっちゃう。









































では事業責任者として競争の当事者を代表する、12 社 17 名の経営者層に直接
接し、情報を得ることができた。
2. インタビューの実施





にヒアリングした 80。聞き取れた内容のイメージは Hitt et al., (2008)で言うと
ころの「競争のダイナミクス」に近い。日本のインターネット商用化の年とさ
れる 1992 年から 2011 年までが聞き取りの対象期間である。
調査対象は一般に大手と呼ばれる ISP で、日経 BP 社が契約者数の調査結果




社につき 2 名への個別面談とした。転職や合併により途中で代表する ISP が変
わった経営者もあり、その場合はそれぞれの時代に所属した ISP について聞き
取りを行った。分析可能なデータが得られた ISP 数は 12 である。また業界の
創成期から雑誌『インターネットマガジン』(1994 年 10 月号から 2006 年 5 月
号まで全 136 号 )の刊行を通じて業界を取材し関与を続けてきたインプレス社
にも聞き取りをし、時系列の整合チェックを行った。インタビューは回答者の
認識にバイアスをかけずに自然な発話を得ることが必要で、外部者視点の観察































































い分けていく (A1)82」と自らを語るところもある。Reger & Huff (1993)が指摘
するように、経営者の認識によるグルーピングは完全に見解が一致することはな
いが、前章で記述された発言の内容から観察事実として確認すべきことは、


























かった／お手あげ」 (S 社、A 社 )、「キャリア系に（丁寧な）サービスを提供す
る能力はない」(D 社、N 社 )、「メーカー系はコンシューマー向けの広告やブラ
ンディングが得意だからそこをやる」(N 社 )、「メーカー系はコンシューマー向
けのマーケティングをやってきたことが活かせる」( S 社 )、「我々独立系は技術
でやっていく」(J 社、I 社 )、「独立系には資本がないのでそんなこと（筆者注：
大きな設備投資）はできない／やらない」 (A 社、R 社、M 社 )といった発言が
ある。
3 つのグループに関して、彼らの言葉で「強み」「特徴」などと表現される資











































































































83 インタビューでは「先頭切ってやるのはもう本当に辛かったけど、まあ 10 人後からつ
いてきてくれよ、みたいな気分でやった」(N 社 )、「そんな申し合わせ全くないけど結局み
















ていったことが読み取れる。他の 2 グループに属する ISP の、「長老（メーカ
ー系である N 社のこと）に引っ張られてやった」 (C 社 )、「仲間に入れていた



























切って行った」(N 社 )、「結局いなくなった」(C 社 )、「いつの間にか何となくそ






に「ここと、ここと、ここは裏切らない」 (A 社 )、「ある程度は信用して付き合
う」 (B 社 )といった、特定のメンバーシップに収束していったことがわかる。
このプロセスは、提携やパートナリングという企業間関係とは異なる点があ
る。彼らは最初から意図して結束するのではなく、それぞれに「誰がやろうと

















話は 2005 年ごろのことである。通常、ユーザーが NTT 東日本・西日本（以
下 NTT）が設置する光ファイバー通信回線（フレッツ網）を利用してインター
ネット接続をしようとする場合、ユーザーは ISP との契約とは別に、あらかじ













である NTT に交渉を行ったというが、ここで「皆でワーワーと NTT に何とか
してくれよと言った」(N 社 )、「N 社なんかとも協力した落としどころ」(A 社 )、
「みんな（筆者注：C 社、N 社を指す）、そう（事務処理がワンストップになれ





の ISP の合計顧客数の多さが NTT には同社の潜在顧客の多さとして映り、そ



































































































































































によって、時代を 4 つ（①キャリア参入前 ②ダイヤルアクセス時
代 ③ADSL 時代 ④光アクセス時代）に区分する。























































































Dup 18.9% 8.4% 7.9%
ADSL 12.2% 2.1% 2.8%
光 13.1% 20.0% 3.0%





ることがわかる。(6-表 4)は、ある ISP（N 社）の他社（A 社）に対する認識が、






















































































































































































































































































































































































































































た。時間軸の t=0 から t=n+1 は 5 節で示した「資源」 -「行動」 -「行動の資源
化」というプロセスが進むタイミングを表している。
業界の創成期 (t=0)から分析対象期間終盤の 2011 年ごろ ( t=n+1)までの約 20











源により差異化が図られていたダイヤルアクセスから ADSL に入るまで (t=1 か

















































































































































































































































































































































































































































































































3. 主力サービス (競争軸 )の変化
4. 事業の合併・分離、資本関係の変化
5. ブランドの刷新・統廃合
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コグニティブな戦略グループの相互関係と
経時的変化の研究
－国内 ISP 業界の事例を通じた命題の提示－
宮元 万菜美
